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1 犯罪被害者等の支援の経緯と全国の状況 
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１ 犯罪被害者等支援の経緯と全国の状況 



 
２ 広島県内の条例制定の状況 
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３ 東広島市の犯罪被害の状況 
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～犯罪被害者やそのご家族などが抱える問題～ 

  心身の不調 

  ○被害直後 

    心も体も深いダメージ 

   ○中長期 

    直後のショックは落ち着くが、様々な症状 

    や反応が出てくることがある。 

    ・精神的不調 

     動揺・混乱、事件のことがよみがえる 

     神経が興奮して落ち着かない 

    ・身体的不調 

     不眠、頭痛・めまい、吐き気、食欲不振、 

     体がだるい、疲れる、微熱が出る      

    ・子どもの場合 

     不安、赤ちゃん返り、夜尿・指しゃぶり 

     表情が少ない、集中力がなくなる、 

     人と関わりたがらない、遊ばなくなる 
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３ 東広島市の犯罪被害の状況 

生活上の問題 
○仕事上の困難 

○経済的な困窮（問題） 

○家族関係の変化 

〇周囲の配慮に欠けた言動による傷つき 

 （二次的被害） 

○加害者からの更なる被害 

○裁判に伴う様々な問題（負担） 

○その他 

 ・ＳＮＳによる事実と異なる誹謗中傷 

  や誤報 

 ・近所や職場などでの噂、好奇の目 

 ・家族間の不和や罪責感から家庭崩壊へ 

 
 
 



４ 条例制定の理由 

〇令和４年４月１日に「広島県犯罪被害者等支援条例」が施行 

 【基本理念】 

  犯罪被害者等支援は、国、県、市町、民間支援団体その他の犯罪被害者等 

 支援に関係する者による相互の連携及び協力の下で推進する。 

 【県の責務】 

  それぞれの役割分担を踏まえて、犯罪被害者等に関する施策を総合的に 

 策定し、実施する責務を有する。 
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●この動きを受け、本市においても犯罪被害者等の支援について、 
 本市の責務を明確にし、犯罪被害者等を支援するための基本と 
 なる事項を定めることが重要であると判断。 
●犯罪被害者が受けた被害の軽減や回復に資するためには、市は 
 もとより市民や事業者の理解と支援が必要であり、地域全体の 
 ルールである条例が必要。 
●条例を制定することにより、犯罪被害者の方の心の傷に対して 
 寄り添い「やさしい未来都市東広島」の実現に資する。 



５ 条例（案）の内容 
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５ 条例（案）の内容  第１条から第５条 
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 （目的） 
第１条 この条例は、本市における犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を 
 定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等 
 を支援するための施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者 
 等が必要とする施策を総合的に推進し、もって犯罪被害者等が受けた被害 
 の軽減及び回復に資することを目的とする。 

 （基本理念） 
第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまで 
 の間、犯罪被害者等の被害の状況及び生活への影響その他の事情に応じ、 
 適切に行われるものとする。 
２ 犯罪被害者等の支援は、その過程において、犯罪被害者等の名誉又は生 
 活の平穏を害することのないよう行われるとともに、犯罪被害者等に関す 
 る個人情報の適正な取扱いの確保に最大限配慮して行われるものとする。 
３ 犯罪被害者等の支援は、関係機関等との適切な役割分担を踏まえ、相互 
 に連携し、及び協力して行われるものとする。 

 （市の責務） 
第４条 市は、犯罪被害者等の支援に当たっては、前条に規定する基本理念 
 にのっとり、各種の施策を総合的に推進しなければならない。 

 （市民及び事業者の責務） 
第５条 市民及び事業者は、基本理念に基づき、犯罪被害者等の名誉又は生 
 活の平穏を害することのないよう十分配慮するとともに、市及び関係機関 
 等が行う犯罪被害者等の支援に協力し、及び犯罪被害者等が社会で孤立し 
 ないよう努めなければならない。 



５ 条例（案）の内容  第６条から第１１条 
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  （相談及び情報の提供等） 
第６条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができる 
  ようにするため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、 
  必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連携調整を行うも 
  のとする。  

研修会等啓発活動 
情報提供 

住宅課と連携 

各種医療制度 
生活支援制度 
 
 地域共生推進課 
 こども家庭課 
 医療保健課 など  

  （保健医療サービス及び福祉サービスの提供） 
第７条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により心身に受けた影響から回復し、家事、 
  育児等の日常生活を円滑に営むことができるようにするため、関係機関等と連携 
  して、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう必要な支援を 
  するものとする。 

  （居住の安定） 
第８条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等 
  の居住の安定を図るため、市営住宅（東広島市市営住宅設置及び管理条例（平 
  成９年東広島市条例第２３号）第２条第１号に規定する市営住宅をいう。)への入 
  居における特別の配慮等必要な支援をするものとする。 

  （雇用の安定） 
第９条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携して、犯罪 
  被害者等が置かれている状況について事業者が理解を深めるための機会の確保 
  等必要な支援をするものとする。 

  （民間団体への支援） 
第１０条 市は、犯罪被害者等の援助を行う民間の団体その他関係するものに対して、 
  その活動の促進を図るため、情報提供、助言その他必要な支援を行うものとする。 

  （啓発活動の推進） 
第１１条 市は、関係機関等と連携して、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被 
  害者等の名誉又は生活の平穏への配慮及び犯罪被害者等への支援の重要性に 
  ついて、市民及び事業者が理解を深めるよう必要な啓発活動を推進するものとす 
  る。 

人権男女共同参画課 ほか 



５ 条例（案）の内容  第１２条から第１８条 
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6 犯罪被害者等支援のしくみ 


